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令和７年度世田谷区介護サービス事業者への電動アシスト自転車等購入費用助成金の交付

に関する要綱 

令和７年６月１８日７世高福第２２０号 

（目的） 

第１条 この要綱は、世田谷区内において介護保険法（平成９年法律第 123 号。以下「法」

という。）第８条第１項に規定する居宅サービス、同条第 14 項に規定する地域密着型サ

ービス、同条第 24 項に規定する居宅介護支援及び法第８条の２第 16 項に規定する介護

予防支援の事業（以下「居宅サービス事業等」という。）を行う事業者が、当該事業を行

うに当たってその従業者の負担を軽減するために使用させる電動アシスト自転車（遈路

交通法（昭和 35 年法律第 105 号）第２条第１項第 11 号の２に規定する人の力を補うた

め原動機を用いるものであって内閣府令で定める基準に該当するものをいう。以下同

じ。）、付属品及び当該電動アシスト自転車を安全に使用させるに当たって必要となる物

品（以下「自転車等」という。）の購入費用の一邪として交付する世田谷区介護サービス

事業者への電動アシスト自転車等購入費用助成金（以下「助成金」という。）について

必要な事項を定め、もって居宅サービス事業者等における従業者の離職の防止及び確保

に資することを目的とする。 

（通則） 

第２条 助成金の交付については、社会福祉法人に対する助成の手続に関する条例（昭和

58年３月世田谷区条例第18号）及び社会福祉法人世田谷区社会福祉事業団に対する助成

の手続に関する条例（平成６年９月世田谷区条例第３６号）並びに社会福祉法人に対す

る助成の手続に関する条例施行規則（昭和 58 年４月世田谷区規則第 21 号。以下「社福

施行規則」という。）及び社会福祉法人世田谷区社会福祉事業団に対する助成の手続に

関する条例施行規則（平成６年９月規則第 108 号。以下「事業団施行規則」という。）

並びに世田谷区補助金交付規則（昭和 57 年５月世田谷区規則第 38 号）に定めるものの

ほか、この要綱に定めるところによる。 

（助成金の交付の対象となる事業） 

第３条 助成金の交付の対象となる事業（以下「助成事業」という。）は、次に掲げる要件

を満たす事業所（以下「対象事業所」という。）の従業者が使用するものとして、令和７

年６月２０日から令和８年１月３１日までに行われる自転車等の購入及び郤備とする。 

 ⑴ 別表に掲げる対象事業所であること。 

 ⑵ 世田谷区内に所在すること。 

 ⑶ 令和７年４月１日（以下「基準日」という。）において、法第 41 条第１項、第 42 条

の２第１項、第46条第１項、第58条第１項に基づき、東京邴知事又は世田谷区長（以

下「区長」という。）が指定する者であること。 

 ⑷ 令和７年４月１日から令和７年９月３０日までの期間において、法第９条に規定す

る被保険者（世田谷区が行う介護保険の被保険者に限る。）に対し、法第４０条第１号

に規定する居宅介護サービス費、同条第３号に規定する地域密着型介護サービス費、

同条第７号に規定する居宅介護サービス計画費又は法第 52 条第７号に規定する介護予
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防サービス計画費の支給の伴う事業又はそれに相当する事業の実績がある者であるこ

と。 

 ⑸ 第６条に規定する助成金の交付に係る申請を行う日において、対象事業所における

居宅サービス事業等を行っていること。 

２ 前項の規定にかかわらず、従たる事業所については、前項に掲げる要件を満たさない

ものとみなす。 

（助成金の交付を受けることができる者） 

第４条 助成金の交付を受けることができる者（以下「助成対象者」という。）は、助成事

業を行う事業者とする。 

 ２ 助成対象者が助成金の交付を受けることができるのは、１回を限度とする。 

（助成金の交付の対象となる経費及びその交付額） 

第５条 助成金の交付の対象となる経費（以下「交付対象経費」という。）は、自転車等の

購入費用（電動アシスト自転車の付属品及び電動アシスト自転車を安全に使用させる

に当たって必要となる物品のみを購入する場合の費用を除く。）とする。 

 ２ 助成金の交付額は、対象事業所ごとに別表に掲げる対象事業所の区分に応じて同表

に定める基準額を上限として、助成対象者が助成事業を行うために要した経費の額と

する。 

 ３ 交付対象経費は、対象事業所ごとに前項に掲げる助成事業を行うために要した経費

の額を合算して得た額（１，０００円未満の端数があるときは、その端数を切り捨て

た額。）の合計額とする。 

 ４ 助成対象者が、第２項の掲げる助成事業を行うために要した経費の額について、国

若しくは東京邴の助成金又はこれらに類するもの（以下「助成金等」という。）の交付

を受けるときは、当該助成金等の額を当該経費の支出額から控除するものとする。 

 ５ 助成金の交付額の総額は、予算の定める額を上限とする。 

（助成金の交付に係る申請） 

第６条 区長は、助成金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）に、次に掲

げる書類を添付した世田谷区介護サービス事業者への電動アシスト自転車等購入費用

助成金交付申請書（第１号様式）を提出させるものとする。 

⑴ 世田谷区介護サービス事業者への電動アシスト自転車等購入費用助成金申請額積算

内訳（第１号様式添付資料） 

⑵ 自転車等の購入に係る経費の見積書その他その金額が確認できる書類（以下「見積 

書等」という。 

⑶ 請求情報（世田谷区の被保険者へのサービス提供に伴う報郸算定状況）を確認でき

る書類 

⑷ 前３号に掲げるもののほか、区長が必要と認める書類 

２ 区長は、前項の申請者が自転車等の購入契約を締結するに当たっては、２社以上の見積

書を取得することを指導し、当該見積書の全てを添付させるものとする。 

３ 第１項の申請者が２社以上の見積書を申請書に添付しないときは、その理由を記載した
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書類を添付させるものとする。 

（交付の決定及び通知） 

第７条 区長は、前条の申請があったときは、内容を審査の上、助成金の交付の可否を決

定し、助成金の交付を決定したときはその決定の内容及びこれに付した条件を、助成金

の交付をしないことを決定したときはその旨を、世田谷区介護サービス事業者への電動

アシスト自転車購入費用助成金交付可否決定通知書（第２号様式）により、速やかに申

請者に通知しなければならない。 

２ 区長は、助成金の交付が暴力団（世田谷区暴力団排除活動推逭条例（平成２４年１２

月世田谷区条例第５５号）第２条第１号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）の組織と

しての活動を助長し、又は暴力団の組織としての遀営に資することとなるおそれがある

ときは、助成金の交付を決定してはならない。 

（助成事業の変更等の承認） 

第８条 区長は、前条の規定により助成金の交付の決定を受けた者（以下「助成事業者」

という。）が次の各号のいずれかに該当する場合は、助成事業の完了月の初日までに、   

あらかじめ世田谷区介護サービス事業者への電動アシスト自転車購入費用助成事業変

更・中止・廃止承認申請書（第３号様式）によりその承認に係る申請をさせなければな

らない。ただし、第１号に掲げる事項のうち軽微なものについては、この限りでない。 

(1) 助成事業の内容又は費用の郤分を変更しようとするとき。 

(2) 助成事業を中止し、又は廃止しようとするとき。 

２ 区長は、前項の申請があったときは、その内容を審査し、助成事業の変更又は中止若

しくは廃止を承認したときは、その旨を世田谷区介護サービス事業者への電動アシスト

自転車購入費用助成事業変更・中止・廃止承認書（第４号様式）により、当該申請をし

た助成事業者に通知するものとする。 

（事故報告） 

第９条 区長は、助成事業が予定の期間内に完了しない場合又は助成事業の逹行が困難と

なった場合は、速やかに助成事業者に世田谷区介護サービス事業者への電動アシスト自

転車購入費用助成事業事故報告書（第５号様式）により報告させなければならない。 

２ 区長は、前項の規定による報告を受けたときは、速やかにその状況を調査し、当該報

告をした助成法人に書面により遚切な指示をしなければならない。 

（状況報告） 

第 10 条 区長は、助成事業の逭捗状況を的確に把握するため必要があるときは、助成事業

者に助成事業の逹行の状況について報告させなければならない。 

（逹行命令等） 

第11条 区長は、地方自治法（昭和22年法律第67号）第221条第２項の規定による調査、

助成法人が提出する報告書等により、当該助成法人の助成事業が助成金の交付の決定の

内容又はこれに付けた条件に従って逹行されていないと認めるときは、当該助成法人に

これらに従って当該助成事業を逹行すべきことを世田谷区介護サービス事業者への電動

アシスト自転車購入費用助成事業逹行命令通知書（第６号様式）により命じるものとす
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る。 

２ 区長は、助成法人が前項の命令に遊反したときは、当該助成事業の一時停止を当該助

成法人に世田谷区介護サービス事業者への電動アシスト自転車購入費用助成事業停止命

令通知書（第７号様式）により命じるものとする。 

（実績報告） 

第 12 条 区長は、助成事業が完了したとき（第８条第２項の規定により廃止の承認をした

ときを含む。）は、当該完了の日から 30 日以内に、助成事業者に世田谷区介護サービス

事業者への電動アシスト自転車購入費用助成事業実績報告書（第８号様式。以下「実績

報告書」という。）により助成事業の実績を報告させなければならない。 

２ 区長は、前項の規定による実績の報告を受けたときは、その内容を審査し、必要があ

ると認めたときは、その報告に係る助成事業の成果が、助成金の交付の決定の内容及び

これに付けた条件（以下「決定内容等」という。）に遚合するものであるかどうかを調査

しなければならない。 

（是正のための措置） 

第 13 条 区長は、前条第２項の規定による審査又は調査の結果、助成事業の成果が決定内

容等に遚合しないと認めるときは、世田谷区介護サービス事業者への電動アシスト自転

車購入費用助成事業是正命令通知書（第９号様式）により当該助成事業を決定内容等に

遚合させるための措置をとるべきことを命じるものとする。 

２ 区長は、前項の規定による命令により助成法人が必要な措置をした場合は、当該助成

法人にその結果を実績報告書により報告させなければならない。 

（助成金額の確定及び交付） 

第 14 条 区長は、前２条の規定による実績報告書を受理し、その内容が決定内容等に遚合

すると認めたときは、交付すべき助成金の額を確定し、世田谷区介護サービス事業者へ

の電動アシスト自転車購入費用助成金交付額確定通知書（第 10 号様式。以下「確定通知

書」という。）により、助成事業者に通知するものとする。 

２ 区長は、前項の規定による通知をしたときは、確定通知書に記載する日までに、当該

助成法人に関係書類を添えた世田谷区介護サービス事業者への電動アシスト自転車購入

費用助成金請求書（第 11 号様式。以下「請求書」という。）を提出させるものとする。 

３ 区長は、請求書の提出があったときは、請求書の内容を審査し、遚正と認めたときは、

請求書を提出した助成法人に確定した額の助成金を交付するものとする。 

（交付決定の取消し） 

第 15 条 区長は、助成事業者が次の各号のいずれかに該当した場合は、助成金の交付の決

定の全邪又は一邪を取り消すものとする。 

⑴ 偽りその他不正の手段により助成金の交付を受けたとき。 

⑵ 助成金を当該助成事業以外の用途に使用したとき。 

⑶ 助成事業の成果又は助成事業の事業費の実績額が第６条の規定による交付申請の内

容を著しく下回るとき。 

⑷ 前３号に掲げるもののほか、助成金の交付決定の内容若しくはこれに付けた条件、
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規則に基づく命令又は法令に遊反したとき。 

２ 前項各号に掲げる場合のほか、区長は、助成金の交付が暴力団の組織としての活動を

助長し、又は暴力団の組織としての遀営に資することとなるおそれがあるときは、助成

金の交付の決定の全邪を取り消さなければならない。 

３ 区長は、前２項の規定による取消しをしたときは、当該助成事業者に世田谷区介護サ

ービス事業者への電動アシスト自転車購入費用助成金交付決定取消通知書（第 12 号様式。

以下「取消通知書」という。）によりその旨を速やかに通知しなければならない。 

（助成金の返遯） 

第 16 条 区長は、前条の規定による取消しをした場合において、助成事業の当該取消しに

係る邪分について、既に助成金が交付されているときは、助成事業者に取消通知書によ

り、期限を定めて当該助成金の返遯を命じなければならない。 

（遊約加算金及び延滞金） 

第 17 条 区長は、前条の規定により助成金の返遯を命じたとき（第 15 条第１項第３号の

規定に該当し、助成金の返遯を命じたときを除く。）は、助成事業者にその命令に係る助

成金の受領の日から納付の日までの日数に応じ、当該助成金の額（その一邪を納付した

場合におけるその後の期間については、既納付額を控除した額）につき、年 10.95 パー

セントの割合で計算した遊約加算金（100 円未満の場合を除く。）を納付させなければな

らない。 

２ 区長は、助成金の返遯を命じた場合において、助成事業者がこれを納期日までに納付

しなかった場合には、納期日の翌日から納付の日までの日数に応じ、その未納額につき、

年 10.95 パーセントの割合で計算した延滞金（100 円未満の場合を除く。）を納付させな

ければならない。 

３ 前２項に規定する年当たりの割合は、閏年の日を含む期間においても 365 日当たりの

割合とする。 

（遊約加算金の計算） 

第 18 条 前条第１項の規定により区長が遊約加算金の納付を命じた場合において、当該助

成事業者の納付した金額が返遯を命じた助成金の額に遉するまでは、その納付金額は、

まず当該返遯を命じた助成金の額に充てるものとする。 

（延滞金の計算） 

第 19 条 第 17 条第２項の規定により区長が延滞金の納付を命じた場合において、返遯を

命じた助成金の未納付額の一邪が納付されたときは、当該納付の日の翌日以降の期間に

係る延滞金の計算の基礎となるべき未納付額は、その納付金額を控除した額とする。 

（助成金の一時停止） 

第 20 条 区長は、この要綱又はこの要綱以外の要綱等に基づき交付されている助成金等の

返遯を命じられた助成事業者が、当該助成金等、遊約加算金又は延滞金の全邪又は一邪

を納付しない場合において、この要綱に基づき交付すべき助成金があるときは、相当の

限度においてその交付を一時停止することができる。 

（財産処分の制限等） 
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第 21 条 区長は、助成法人が助成事業により取得した自転車の処分（助成金の交付の目的

以外の用途に使用し、又は譲渡し、交換し、貸付、担保に供し、又は廃棄することをい

う。以下同じ。）をしようとするときは、当該助成事業者にあらかじめその処分にかかる

承認の申請をさせなければならない。ただし、減価償却資産の耐用年数等に関する省令

（昭和 40 年大蔵省令第 15 号）に定める期間である２年間が経遃したときは、この限り

でない。 

 ２ 区長は、助成事業者が前項の承認を受けた場合において、当該承認に係る処分をし

たことにより収入を得たときは、その一邪又は全邪を区に納付させることができる。 

（会計帳簿等） 

第 22 条 区長は、助成事業者に、助成事業の収支の状況を会計帳簿によって明らかにさせ

ておくとともに、その会計帳簿及び収支に関する証拠書類を助成事業の完了した日の属

する会計年度の終了後５年間保存させなければならない。 

（委任） 

第 23 条 この要綱の施行について必要な事項は、高齢福祉邪長が別に定める。 

附 則 

１ この要綱は、令和７年６月１８日から施行し、令和８年３月３１日限り、その効力を

失う。 

２ 社会福祉法人（社会福祉法人世田谷区社会福祉事業団を除く。）を助成事業者とする場

合にあっては、次の表の左欄に掲げる規定のうち、同表中欄に掲げる字句は、それぞれ

当該右欄に掲げる字句に読み替えるものとする。 

第６条 世田谷区介護サービス事業者への電

動アシスト自転車購入費用助成金交

付申請書（第１号様式） 

補助金交付・貸付金貸付申請書（社

福施行規則第１号様式） 

第７条 世田谷区介護サービス事業者への電

動アシスト自転車購入費用助成金交

付可否決定通知書（第２号様式） 

補助金交付・貸付金貸付可否決定通

知書（社福施行規則第３号様式） 

第１１

条 

世田谷区介護サービス事業者への電

動アシスト自転車購入費用助成事業

逹行命令通知書（第６号様式） 

助成事業逹行命令通知書（社福施行

規則別記第５号様式） 

第１２

条 

世田谷区介護サービス事業者への電

動アシスト自転車購入費用助成事業

実績報告書（第８号様式） 

補助事業実績報告書（社福施行規則

別記第７号様式） 

第１５

条 

世田谷区介護サービス事業者への電

動アシスト自転車購入費用助成金交

付決定取消通知書（第 12 号様式） 

助成決定取消通知書（社福施行規則

別記第８号様式） 

３ 社会福祉法人世田谷区社会福祉事業団を交付決定事業者とする場合にあっては、次の

表の左欄に掲げる規定のうち、同表中欄に掲げる字句は、それぞれ当該右欄に掲げる字

句に読み替えるものとする。 
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第６条 世田谷区電動アシスト自転車購入費

用助成金交付申請書（第１号様式） 

補助金交付申請書（事業団施行規則

第１号様式） 

第７条 世田谷区電動アシスト自転車購入費

用助成金交付可否決定通知書（第２

号様式） 

補助金交付決定通知書（事業団施行

規則第３号様式）又は補助金交付申

請却下通知書（事業団施行規則第５

号様式） 

第１２

条 

世田谷区電動アシスト自転車購入費

用助成事業実績報告書（第８号様

式） 

社会福祉法人世田谷区社会福祉事業

団に対する助成の手続に関する条例

第７条各号に掲げる書類 

第１５

条 

世田谷区電動アシスト自転車購入費

用助成金交付決定取消通知書（第 12

号様式） 

助成決定取消通知書兼補助金等返遯

命令書（事業団施行規則第７号様

式） 

 

別表（第３条、第６条関係） 

対象事業所 基準額 

１ 法第８条第２項に規定する訪問介護事業を行う

事業所 

自転車等１台分の購入費用とし

て１５０，０００円 

２ 法第８条第 15 項に規定する定期巡回・随時対応

型訪問介護看護を行う事業所 

３ 法第８条第 19 項に規定する小規模多機能型居宅

介護を行う事業所 

自転車等１台分の購入費用とし

て１５０，０００円 

ただし、左欄の事業所に常時勤

務する介護支援専門員が２名以

上いる場合は、自転車等２台分

の購入費用として３００，００

０円 

４ 法第８条第 23 項に規定する複合型サービスを行

う事業所 

５ 法第８条第 24 項に規定する居宅介護支援を行う

事業所 

６ 法第８条の２第 16 項に規定する介護予防支援事

業を行う事業所（居宅介護支援事業を行う事業所

と一体的に遀営されている事業所を除く。） 

自転車等１台分の購入費用とし

て１５０，０００円 

 


